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平成２９年度 税制改正解説
地方拠点強化税制①

・地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の税額控除制度について、税額控除率を引き上げる措置の適用期限が1

年延長されます。

・移転型事業の要件について、一部見直しが行われます。

・雇用促進税制のうち地方事業所基準雇用者数に係る措置（地方事業所税額控除限度額）が、拡充されます。

※なお、所得税及び法人住民税についても同様の改正が予定されています。

１．改正の概要
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内容 改正前 改正案

移転型事業
における税額控除

拡充型事業
における税額控除

（※1） 認定日とは、地方活力向上地域特定業務施設整備計画の認定を受けた日をいう。
（※2） 税額控除額は法人税額の20％を限度とする。
（※3） 特定建物等とは、建物及びその附属設備並びに構築物の取得価額の合計額が2,000万円以上（中小企業者等については、1,000万円以上）のものをいう。

【地方活力向上地域において特定建物等を取得した場合の税額控除】

特定業務施設における増加従業員の過半数が特定集中地域からの転勤者であることとの要件について、特定集中地域における従
業員の減少人数を上限として、特定業務施設における新規雇用者の一部を特定集中地域からの転勤者とみなす。

【移転型事業の要件の一部見直し】

○平成29年4月1日から平成30年3月31日までの期間内に地方活力向上地域特定業務施設整備計画の認定を受けた場合において、
適用される（税額控除率を引き上げる措置の適用期限が1年延長）。

(※１)認定日が平成27年8月10日か
ら平成29年3月31日までの期間内

(※１)認定日が平成29年4月1日か
ら平成30年3月31日までの期間内

(※１)認定日が平成27年8月10日か
ら平成29年3月31日までの期間内

(※１)認定日が平成29年4月1日か
ら平成30年3月31日までの期間内

特定建物等の取得価額×7％

特定建物等の取得価額×7％

特定建物等の取得価額×4％

特定建物等の取得価額×4％

特定建物等の取得価額×4％

特定建物等の取得価額×2％

―

―
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平成２９年度 税制改正解説
地方拠点強化税制②

・地方事業所税額控除限度額についての計算構造が細分化されるため、当該限度額についての事前の確認を要する。

２．実務上の留意点

３．今後の注目点

・特定集中地域からの転勤者とみなす「新規雇用者の一部」についての具体的な計算方法について、確認を要する。
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【雇用促進税制（地方事業所税額控除限度額）の拡充】

（※1）新規雇用者数・・・・・特定業務施設における新たな雇用者の数をいう。
（※2）新規雇用者総数・・・特定業務施設における新規雇用者数の合計をいう。
（※3）地方事業所基準雇用者数について

地方事業所基準雇用者数がその適用年度の基準雇用者数を超える場合には、その基準雇用者数とする。
（※4）地方事業所基準雇用者数を超える部分を除く。
（※5）新規雇用者総数の40％に達するまでの数が限度とされる。

内容 改正前 改正案

基準雇用者割合が
10％以上の場合

50万円×

次の金額の合計額とする。
①60万円×地方事業所基準雇用者数のうち無期雇用かつフルタイムの新規雇用者数

②50万円×

③40万円×

基準雇用者割合が
10％未満の場合

20万円×

次の金額の合計額とする。
①30万円×地方事業所基準雇用者数のうち無期雇用かつフルタイムの新規雇用者数

②20万円×

③10万円×

地方事業所
基準雇用者数

地方事業所
基準雇用者数

新規雇用者総数(※4)から無期雇用かつフルタイムの新規雇用者数を控除した
数(※5)と地方事業所基準雇用者数から新規雇用者総数を控除した数との合計

新規雇用者総数(※4)から無期雇用かつフルタイムの新規雇用者数を控除した
数のうち新規雇用者総数の40％を超える部分の数

(※3)

新規雇用者総数(※4)から無期雇用かつフルタイムの新規雇用者数を控除した
数(※5)と地方事業所基準雇用者数から新規雇用者総数を控除した数との合計

新規雇用者総数(※4)から無期雇用かつフルタイムの新規雇用者数を控除した
数のうち新規雇用者総数の40％を超える部分の数


